
 

第 213 回国会（令和６年常会） 雇用保険法等改正法案審議経過 

 

○ 令和６年２月９日（金） ｢雇用保険法等の一部を改正する法律案｣ 

国会提出 

 

 (衆議院) 

○ 令和６年３月 29 日（金） 衆・本会議 趣旨説明質疑 

○ 令和６年４月３日（水） 衆・厚労委 提案理由説明 

○ 令和６年４月５日（金） 衆・厚労委 質疑① 

○ 令和６年４月９日（火） 衆・厚労委 参考人質疑 

○ 令和６年４月 10 日（水） 衆・厚労委 質疑②・採決 

○ 令和６年４月 11 日（木） 衆・本会議 採決 

 

（参議院） 

○ 令和６年４月 18 日（木） 参・厚労委 提案理由説明 

○ 令和６年４月 23 日（火） 参・厚労委 質疑① 

○ 令和６年４月 25 日（木） 参・厚労委 質疑② 

○ 令和６年５月７日（火） 参・厚労委 参考人質疑 

○ 令和６年５月９日（木） 参・厚労委 質疑③・採決 

○ 令和６年５月 10 日（金） 参・本会議 法案成立 

令和 6 年５月２０日 

職業安定分科会雇用保険部会（第 195 回） 
参考資料１－３ 



 

一 

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 
政
府

本
法
の
施
行
に
当

次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講

 

一 

雇
用
保
険
の
適
用
拡
大
に
よ
る
短
時
間
労
働
者
の
就
労
状
況
の
変
化
に
つ
い
て
調
査
を
行

結
果
を
踏

労

働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
必
要
な
検
討
を
行
う
こ
と

 

二 

複
数
の
事
業
所
で
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
の
雇
用
保
険
の
加
入
手
続
が
確
実
に
行
わ
れ
る
よ
う

周
知
・
広
報
を
強
化
す
る

複
数
の
事
業
所
で
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
へ
の
雇
用
保
険
の
適
用
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
労
働
政
策
審
議
会
に

お
い
て
検
討
を
行

 

三 

我
が
国
の
完
全
失
業
者
に
占
め
る
基
本
手
当
の
受
給
者
割
合
が
二
十

程
度

踏
ま
え
つ

つ

今
般
の
適
用
拡
大
の
施
行
状
況
を
把
握

必
要
な
取
組
を
検
討
す
る
こ
と

 

四 

教
育
訓
練
給
付

効
果
的
な
給
付
の
観
点

講
座
の
効

賃
金
上
昇
の
確
認
方
法
等
の
十
分
な
検
証
を

行

結
果
を
踏

労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
必
要
な
検
討
を
行
う
こ
と

 

五 

教
育
訓
練
給
付
の
拡
充
措
置

非
正
規
雇
用
労
働
者
の
活
用
状
況
を
把
握

多
く
の
非
正

規
雇
用
労
働
者
が
教
育
訓
練
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
必
要
な
支
援
を
行

 

六 

雇
用
保
険
の
国
庫
負
担
は
雇
用
政
策
に
対
す
る
政
府
の
責
任
を
示
す
も
の
で
あ
る

求
職
者
給
付
の
国
庫
負
担

の
在
り
方

令
和
四
年
の
雇
用
保
険
法
改
正
に
よ
り
導
入
し
た
国
庫
負
担
の
仕
組
み
の
下

適
正
な
財
政
運
営

を
行
う

国
の
財
政
・
財
源
の
構
造
か
ら
検
討
を
行
う
こ
と

 

令和６年４月１０日  
衆議院厚生労働委員会  



 

二 

七 

介
護
休
業
給
付
の
国
庫
負
担
割
合
の
暫
定
的
引
下
げ

労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
引
き
続
き
検
討
を
行

令
和
九
年
四
月
一
日
以
降
で
き
る
だ
け
速

安
定
し
た
財
源
を
確
保
し
た
上

暫
定
措
置
を
廃
止
し
て
本
則
の
水

準
に
戻
す
も
の
と
す
る
こ
と

 

八 

雇
用
形
態
に
関

職
業
能
力
の
開
発
・
向
上
が
労
働
者
の
雇
用
や
職
業
の
安
定
の
た
め
に
不
可
欠
で
あ
る
と
と
も

我
が
国
経
済
の
発
展
に
も
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
踏

労
働
者
の
職
業
能
力
開
発
支
援
に

給
付
の

趣
旨
を
踏
ま
え
た
国
庫
負
担
を
含
め
た
必
要
な
予
算
を
確
保

 

九 

保
険
料
率
の
引
上
げ
は
拠
出
す
る
労
使
に
多
大
な
影
響
が
あ
る
こ
と
を
踏

育
児
休
業
給
付
の
保
険
料
率
を
弾
力
的

に
調
整
で
き
る
か
を
労
働
政
策
審
議
会
で
確
認
す
る
際

育
児
休
業
給
付
の
状
況
や
見
通
し
に
基
づ
い
た
丁
寧
な
議
論

を
行
う

財
政
運
営
の
在
り
方
に
つ
い
て
適
時
に
検
証
し
て
い
く
こ
と

 



雇
用
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等
の
一
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を
改
正
す
る
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律
案
に
対
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附
帯
決
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政
府

本
法
の
施
行
に
当

次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講

 

雇
用
保
険
の
適
用
拡
大
に
よ
る
短
時
間
労
働
者
の
就
労
状
況
の
変
化
に
つ
い
て
調
査
を
行

結
果
を
踏

労

働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
必
要
な
検
討
を
行

 

就
業
調
整
等
に
伴
い
雇
用
保
険
被
保
険
者
の
資
格
を
喪
失
す
る
者

実
態
を
把
握

労
働
政
策
審
議
会

に
報
告

議
論
を
行

 

三

複
数
の
事
業
所
で
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
の
雇
用
保
険
の
加
入
手
続
が
確
実
に
行

周
知
・
広
報
を
強
化
す
る

複
数
の
事
業
所
で
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
へ
の
雇
用
保
険
の
適
用
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
労
働
政
策
審
議
会
に

お
い
て
検
討
を
行

 

四

歳
以
上
の
労
働
者
を
対
象
に
令
和
四
年
一
月
か
ら
試
行
中
の
雇
用
保
険

制
度

制
度
の
周
知
・
広
報
を
強
化
し
た
上

そ
の
施
行
状
況
を
適
宜
労
働
政
策
審
議
会
に
報
告

制
度
の
適
用
対
象
者
の
在

 令 和 ６ 年 ５ 月 ９ 日 

参 議 院 厚 生 労 働 委 員 会  



り
方
等
に
つ
い
て
議
論
を
行

 
五

の
強
制
適
用
事
業
で
は
な
い
暫
定
任
意
適
用
事
業

実
態
の
把
握
を
行

適
用
の
在
り
方
に
つ
い

て
労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
議
論
を
行

 

六

我
が
国
の
完
全
失
業
者
に
占
め
る
基
本
手
当
の
受
給
者
割
合
が
二
十

程
度

踏
ま
え
つ

今
般
の
適
用
拡
大
の
施
行
状
況
を
把
握

必
要
な
取
組
を
検
討

 

七

教
育
訓
練
給
付

効
果
的
な
給
付
の
観
点

講
座
の

の
確
認
方
法
等
の
十
分
な
検
証
を

行

結
果
を
踏

指
定
講
座
の
見
直
し
等
を
含

労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
必
要
な
検
討
を
行

 

八

教
育
訓
練
給
付
の
拡
充
措
置

非
正
規
雇
用
労
働
者
の
活
用
状
況
を
把
握

多
く
の
非
正

規
雇
用
労
働
者
が
教
育
訓
練
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
必
要
な
支
援
を
行

 

九

非
正
規
雇
用
労
働
者

同
一
労
働
同
一
賃
金
の
徹
底
に
取
り
組

雇
用
の
安
定
化
と
労
働
者
保
護
を
図
る

 

十

雇
用
保
険
の
国
庫
負
担
は
雇
用
政
策
に
対
す
る
政
府
の
責
任
を
示

求
職
者
給
付
の
国
庫
負
担

の
在
り
方

令
和
四
年
の
雇
用
保
険
法
改
正
に
よ
り
導
入
し
た
国
庫
負
担
の
仕
組
み
の
下

適
正
な
財
政
運
営



を
行

国
の
財
政
・
財
源
の
構
造
か
ら
検
討
を
行

 
十
一

介
護
休
業
給
付
の
国
庫
負
担
割
合
の
暫
定
措
置
的
引
下
げ

労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
引
き
続
き
検
討
を

行

令
和
九
年
四
月
一
日
以
降
で
き
る
だ
け
速

安
定
し
た
財
源
を
確
保
し
た
上

暫
定
措
置
を
廃
止
し
て
本

則
の
水
準
に
戻

 

十
二

に
関

職
業
能
力
の
開
発
・
向
上
が
労
働
者
の
雇
用
や
職
業
の
安
定
の
た
め
に
不
可
欠
で
あ
る
と
と

我
が
国
経
済
の
発
展
に
も
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
踏

労
働
者
の
職
業
能
力
開
発
支
援

給
付

の
趣
旨
を
踏
ま
え
た
国
庫
負
担
を
含
め
た
必
要
な
予
算
を
確
保

 

十
三

の
引
上
げ
は
拠
出
す
る
労
使
に
多
大
な
影
響
が
あ
る
こ
と
を
踏

育
児
休
業
給
付
の
保
険
料
率
を
弾
力

的
に
調
整
で
き
る
か
を
労
働
政
策
審
議
会
で
確
認
す
る
際

育
児
休
業
給
付
の
状
況
や
見
通
し
に
基
づ
い
た
丁
寧
な
議

論
を
行

財
政
運
営
の
在
り
方
に
つ
い
て
適
時
に
検
証

 

右
決
議

 


